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免震建物に適用する過大変位抑制用 
性能可変オイルダンパーの開発 
－500kN 級ダンパーの製造ばらつき－ 

Passive Variable Orifice Damper to Control Excessive Displacement of Seismically Isolated Building 
- Manufacturing Variations in 500kN Class Dampers - 

 
小山慶樹＊ 山上 聡＊ 洲鎌 星＊ 舟木秀尊＊ 

Yoshiki Koyama, Satoshi Yamagami, Sei Sugama, Hidetaka Funaki 

近年、巨大地震に起因する長周期地震動の影響が危惧されており、免震建物では免震層に設けた水平クリアランス以上の

過大な水平変位が生じ、擁壁に衝突する可能性が指摘されている。水平変位を低減する目的で、免震層の水平剛性や減衰性

能を増加させると、中・大地震時に上部構造の応答が大きくなり、免震性能が低減されてしまう。そこで、中・大地震時は

従来の免震性能を維持しつつ、巨大地震時に生じる免震層の過大な水平変位を低減することが可能な性能可変オイルダンパ

ー（VOD）を開発する。 
 

開発した VOD(図－１)は閾値以上の変位がダンパーに生じた場合、変位に応じて無段階でパッシブに減衰力を増加させ、

地震中は増加した減衰力を維持し、地震終了後はパッシブに元の減衰性能に戻る回帰特性がある。最大減衰力が 500kN 級の

VOD4 基に対して加振実験を行い、減衰性能と製造ばらつきを評価した（図－２）。また、減衰性能が変化してから元に戻る

までの回帰特性を確認し、問題のない範囲で再現性があることを確認した（図－３）。さらに、減衰性能が変化するまでの時

間遅れが 0.05 秒以下であり、減衰性能に与える時間遅れの影響が極めて僅かであることを確認した（図－４）。最後に、免

震建物にオイルダンパー（OD）を 2 基設けた場合を Case1、巨大地震時の免震層の過大な水平変位を小さくするために OD
を 3 基設けた場合を Case2、VOD を 2 基設けた場合を Case3 とし時刻歴応答解析を行った。長周期地震動時では、Case2・
Case3 ともに免震層の最大変位を低減したが、中・大地震時では、Case2 は Case1 に比べ上部構造の最大応答値が平均で

概ね 17%大きくなった。これに対し、Case3 は Case1 と概ね同程度の最大応答値に抑えられることを確認した（表－１、

図－５）。 

 
4 基の VOD の性能確認を行い、設計基準値に対する減衰力の製造ばらつきを評価した。また、小形シリンダの回帰特性や

減衰性能が変化するまでの時間遅れを確認した。実験で確認した減衰性能を考慮した解析結果から、VOD を用いた場合、

中・大地震時は従来の免震性能を維持しつつ、巨大地震時に生じる免震層の過大な水平変位を低減できることを確認した。 
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ハイパースペクトルカメラを用いた災害廃棄物の 

種類と量の推定に関する基礎研究 

Estimation of Type and Volume of Disaster Waste Using Hyperspectral Camera 
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Hiroomi Habuchi, Yuya Shimizu, Masaya Iwashita, Fujiko Yoshimura 

気候変動等に伴い自然災害が頻発化・激甚化しており、その度に災害廃棄物が大量に発生している。急に発生する災害廃

棄物の迅速な処理のために、自治体は事前に処理計画を立案している。また、被害情報や新たな統計手法が見いだされる度

に災害廃棄物の種類と量を予測・更新し、それに合わせ処理計画を更新している。しかしながら、災害廃棄物は災害の種類

や発生箇所等により、種類と量が異なるため、その予測精度は十分とは言えない。予測と実績の乖離、さらには発生量の把

握が遅れることで、実際の災害発生時に作られる災害廃棄物処理実行計画の策定自体が遅れ、災害廃棄物の処理効率の低下

を招くこと等が問題としてある。そのため、 ICT やリモートセンシング技術等により、さらに簡便かつ正確に発生量・要処

理量を推計する手法の開発が望まれている。 
そこで本研究では、可視光の波長領域外（900〜1700nm）を撮像するハイパースペクトルカメラ（以下、HSC）に着目し、

災害廃棄物の種類と量を推定する検討を行った。 

 
１． HSC の画像識別技術 

一般的なカメラでは、入射光を光の三原色である R（650nm 波長）、G（550nm 波長）、B（450nm 波長）の 3 バンドに分

解し、その重ね合わせによって可視光情報（約 380～750nm 波長）を表現するが、HSC では、より広範囲な波長領域を多く

のバンド帯で分解することができる。 
２．実験対象 
災害廃棄物量は、次式にて推計される。 
ある特定の組成の災害廃棄物量＝総体積×組成（区分別割合）×みかけ比重 

本報では、発災後の仮置場での現地条件等による変動が少ない災害廃棄物の組

成（区分別割合）の算定を目標とした。 
３．集積された災害廃棄物の山の撮影実験方法 
模擬災害廃棄物は、東日本大震災の実績をもとに、種類別の質量割合で作製し、

混合後、堆積させ、日照条件が異なる側方 6 方向から HSC で撮影した。解析結果

の性能評価は、HSC での識別領域と、実際の正しい領域の重なり度合いを表す IoU
（Intersection over Union、2 つの領域の論理積を論理和で割った値）を用いた。 

４．実験結果 

① 災害廃棄物表面を撮影した RGB 画像の 1m×1m を代表領域として、この範

囲を 0.1m のメッシュで区分し、メッシュ毎の種類を目視により分類する方

法（従来法）と HSC による分類（HSC 法）を比較した災害廃棄物の組成（区

分別割合）の結果は同等であった。 
② プラスチックは概ね 60%以上の IoU が得られた。災害廃棄物量の推定は、こ

の程度の IoU が確保できていれば、実用上支障はないため、個別の素材や適

用場面によっては HSC 法で分類できる可能性が示唆された。全体的な傾向

として、逆光や影があると識別精度が低下した。 
※写真：順光下で IoU が 91.3%と最も高かったプラスチック類の分類画像 

 
ⅰ．HSC 法を用いることで、災害廃棄物の種類が分類できる可能性がある 

ⅱ．HSC による災害廃棄物の種類の分類は、適用場面を限定する必要がある 

ⅲ．HSC 法は、目視により分類する従来法の代替となり得る 
ⅳ．実用化に向けては、さらなる精度向上と画像データや経験の蓄積が今後の課題である 
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教師画像 

HSC分類画像

写真-1 HSCによる分類（青:ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

RGB画像 

ライブラリ

従従来来法法：：4433..00%%

HHSSCC：：2255..99%%

IIooUU：：9911..33%%

面面積積比比：：3322..77%%

写真－１ ＨＳＣによる分類 
（青:プラスチック類） 
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